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船舶交通安全政策の方向性

＜安全性と効率性が両立した船舶交通環境の創出＞

施策の展開

船舶交通安全政策の重点目標

主要船舶交通ルートにおける新たな
船舶交通体系の構築

地球環境に配慮した事業の推進

・大規模海難の防止

・定時性、時間短縮

・小型船舶の航行の
安全性向上

・ＣＯ２、特別管理産
業廃棄物削減

・ＡＩＳ次世代航行支援システム構築等

・海上交通情報機構拡充

・航路標識高機能化・高規格化

地域・生活に密着した安全対策の推進 ・ＭＩＣＳ整備

・標識電源のクリーンエネルギー化

アウトカム 具体的施策

・ハードとソフトの効果的連携
・施策の集中的展開

 

１ 海上の安全をめぐる状況 

（１）安全対策の実施状況 

① 現交通ビジョンの重点施策の実施状況 

○ 平成 15 年５月、交通政策審議会海事分科会に諮問し、まとめられた「航

行の安全と効率の向上を目指す船舶交通安全政策のあり方」（現交通ビジ

ョン）は、政策の基本的方向性を「安全性と効率性が両立した船舶交通環

境の創出」とし、３つの重点目標と５つの具体的重点施策を掲げているが、

この５つの重点施策については、概ね終了している。【図表‐１参照】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＡＩＳを活用した航行支援システムの構築等） 

○ ＡＩＳについては、平成 20 年度中に我が国沿岸全域で構築が終了する予

定である。 

○ 東京湾、伊勢湾における交通体系について、航路整備等の航行環境の変

化に伴う見直しを行い、平成 20 年１月、所要の規制の改正を行った。 

 

（海上交通情報機構の拡充） 

○ 伊勢湾海上交通センターを新設整備し、平成15年 7月から運用を開始し、

備讃瀬戸海上交通センターには監視区域拡大（東部海域）のための追加の

レーダー整備等を行い、平成 17 年 7 月から業務エリアの拡大を行った。 

 

（航路標識の高機能化等） 

○ 平成 19 年度までに、同期点滅化の対象標識の全ての整備を完了したほ

か、光源のＬＥＤ化については、ふくそう海域の全標識の約 68％、灯浮標

現交通ビジョン：「航行の安全と効率の向上を目指す船舶交通安全政策のあり方」 

【図表‐１】
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の浮体式灯標化については対象標識の約 77％の整備を行った。 

 

（沿岸域情報提供システム（ＭＩＣＳ：Maritime Information and Communication System）） 

○ 平成 18 年度までに全ての海上保安部において整備し、運用を開始した。 

 

（クリーンエネルギー化） 

○ 平成 19 年度までに全光波標識の約 66％の整備を行い、二酸化炭素の排

出量を平成 13 年度に比べ約２割削減した。 

 

② これまでの安全対策の評価 

現交通ビジョンの重点施策に係る評価については下記の通りであり、今後

とも安全対策を講じていく必要はあるものの、講じてきた施策については、

概ねその効果があったものとの検証結果となっている。 

 

「ふくそう海域における大規模海難の防止及び航行時間短縮への取組みの評価

（平成 20 年２月）」【図表‐２参照】 

○ 第三海堡の撤去及び中ノ瀬航路の浚渫、ＡＩＳ等の整備による海上交通

センターの拡充、航路標識の高機能化、海難防止指導の強化等のハードと

ソフトの施策を関連して展開することにより、航路を閉塞するような大規

模海難の発生数をゼロに維持するとともに、東京湾内の航行時間を約６％

短縮するなど、安全性と効率性の向上が図られた。 

 

 

●航路を閉塞するような大規模海難の防止 ●管制船舶の入港までの航行時間の短縮

情報提供情報提供 AIS情報AISAIS情報情報

AISを活用した航行支援システムの整備

１
１

１１
１１

高機能・高規格航路標識の整備

【灯浮標の浮体式灯標化】 など

(東京湾)
H16.7 運用開始

AIS情報
・船名
・船の長さ
・船の種類
・目的地

など

情報提供
・乗揚の危険
・走錨の危険
・航路障害物
・気象状況

など

可航幅減少

航路幅

●航路を閉塞するような大規模海難の防止 ●管制船舶の入港までの航行時間の短縮

情報提供情報提供 AIS情報AISAIS情報情報

AISを活用した航行支援システムの整備

１
１

１１
１１

高機能・高規格航路標識の整備

【灯浮標の浮体式灯標化】 など

１
１

１１
１１

１
１

１１
１１

高機能・高規格航路標識の整備

【灯浮標の浮体式灯標化】 など

(東京湾)
H16.7 運用開始

AIS情報
・船名
・船の長さ
・船の種類
・目的地

など

情報提供
・乗揚の危険
・走錨の危険
・航路障害物
・気象状況

など

可航幅減少

航路幅

 
 

「伊勢湾海上交通センターに係る個別公共事業の事後評価（平成 20 年２月）」 

【図表‐３参照】 

○ 平成 15 年に新設した伊勢湾海上交通センターについては、高性能レーダ

ー等を用いてリアルタイムな船舶動静把握と危険回避の注意喚起等のきめ

細かな情報提供を行うことにより、海難が減少するとともに、航路入航時

東京湾における AIS を活用した航行支援システム等の整備 【図表‐２】
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●レーダーサービスエリア内の海難の減少 ●航路の通航所要時間の短縮

●費用便益比(B/C) → ４.２( 便益 45,494百万円／50年 費用10,859百万円／50年)
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※ 平成15年７月運用開始

●レーダーサービスエリア内の海難の減少 ●航路の通航所要時間の短縮

●費用便益比(B/C) → ４.２( 便益 45,494百万円／50年 費用10,859百万円／50年)
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※ 平成15年７月運用開始

間間隔基準の見直しにより運航効率が向上するなど十分な事業便益を発現

している。 

 

 

 

 

「ＡＩＳを活用した航行支援業務に関する検討報告（平成 20 年３月）」 

○ 平成 16 年 7 月に東京湾海上交通センターでの運用を開始して以来、順次

拡大してきたＡＩＳを活用した航行支援業務は、乗揚海難や走錨海難の

防止については一定の効果があったものの、船舶側におけるＡＩＳ情報

の入力の適正化、海上交通センター等における事故防止のための支援ソ

フトの改修等の機能向上、港内信号所における更なる活用等の課題があ

る。【図表‐４参照】 

○   また、搭載船舶に対するアンケート調査をみると、安全情報等を活用

しているとの意見が見られる一方で、ＡＩＳ表示装置について、操作性

の向上、日本語による表示等の機能の改善を求める声もみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊勢湾海上交通センターにおける 

「航路通報を行った船舶の航路通航隻数」及び「危険回避のための情報等の提供件数」 

【図表‐３】 

AIS による乗揚げ回避事例 【図表‐４】 
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「沿岸域情報提供システム（ＭＩＣＳ）の評価（平成 19 年３月）」 

【図表‐５参照】 

○ ＭＩＣＳのターゲットである小型船舶の海難のうち、気象情報不足に起

因すると思われる浸水や転覆海難についてみると、ＭＩＣＳ運用開始後は

運用開始前と比べて減少傾向が見られる。 

これはＭＩＣＳだけの効果ではないが、その間、ＭＩＣＳへのアクセス

が飛躍的に増加していること、ＭＩＣＳの整備により安全運航に必要な情

報の取得が容易となったことがその一因であるとも考えられる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MICS へのアクセス件数と海難船舶隻数の関係 【図表‐５】
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（２）海難の現状及びその原因 

（全体傾向） 

○ 海難発生隻数は、ここ 10 年、2，600 隻程度/年でほぼ横ばいに推移している。

海上における死者・行方不明者数は減少傾向にある。【図表‐６参照】 

 

 

※ 死者・行方不明者数は、海難及び船舶からの海中転落等に伴う死者・行方不明者
数の合計値。
（H12以前の死者・行方不明者については、統計手法が異なるため計上できない。）
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○ 船種別で見ると、漁船・プレジャーボートが多く（全海難の７割程度）を占め

ており、次いで貨物船の順（全海難の１．５割程度）となっている。 

また、死者・行方不明者を伴う海難及び船舶からの海中転落等を見ると、船種

別では全海難と同様に漁船が最も多く、次いでプレジャーボートととなり、併せ

て７割弱の比率を占めている。 

漁船、プレジャーボートの海難が多い背景については、これらの母数が一般商

船に比べ圧倒的に多いこともその要因の一つと考えられる。 

○ 平成 18 年の海難のうち、距岸 20 海里未満で発生した総トン数 100 ﾄﾝ以上の船

舶の衝突、乗揚げ海難（448 隻）による損害額は約 1,827 億円と試算され、１隻

あたりの損害額は約４億円となる。 

また、平成９年７月に東京湾で発生したダイヤモンド・グレース号（タンカー、

14 万 7 千総ﾄﾝ、原油約 25 万 7 千ﾄﾝ積載）の乗揚げ海難では、原油 1,556 ｷﾛリッ

トルが流出し、その総損害額は約 30 億円と試算されている。 

 

 

平成９～平成 19 年における 

海難船舶隻数及び海上における死者・行方不明者数の推移 

【図表‐６】 
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（ふくそう海域） 

○ ふくそう海域（東京湾、伊勢湾、瀬戸内海、関門海峡）における海難は全海難

の４割程度であるが、貨物船では全海難の 52%、タンカーでは全海難の 59%、旅客

船では全海難の 44%がふくそう海域で発生しており、重大な海難発生の可能性が

高い。 

 

○ 海交法の航路等における

総トン数 100 トン以上の船

舶による衝突及び乗揚げ海

難（海難総隻数（320 隻））

を船舶の総トン数階級で区

分してみると、総トン数

1,000 トン～10,000 トンの

船舶においては、他のトン

数階級に比べて航路通航隻

数に対する海難の発生割合

が高く、同トン数階級の外

国船舶による海難隻数は、海難総隻数（320 隻）の約３割を占めている。 

一方、総トン数 100 トン～500 トンの船舶においては、航路通航隻数に対する海

難の発生割合は他のトン数階級に比べると低いものの、同トン数階級の日本船に

よる海難隻数は海難総隻数（320 隻）の約４割を占める状況となっている。 

【図表‐７参照】 

 

○ これらの海難についてみると、外国船舶については、航法の不知や地理的不案

内などから基本的な航法を遵守していなかったこと等を主因とする海難の

割合が半数を超えているなど、外国船の船員の質等に問題があることが考えら

れ、日本船舶については、動静把握の困難性やＶＨＦの聴守率の低さが問題とし

て考えられる。更に、当該海域における航法設定が必ずしも十分とはいえないこ

とが共通の要因として挙げられる。 

 

○ また、平成 13～18 年の間に海上交通セ

ンターが危険を感じて注意喚起をした

1,964 隻を分析したところ、注意喚起をし

たにもかかわらず衝突又は乗揚げを起こし

た船舶のうち約半数から応答がない状況と

なっている。【図表‐８参照】 

海上交通センターの注意喚起等が言語

上の問題などから十分に活かされていないこ

とも考えられる。【図表‐９参照】 

 

 

 

 

 

海難船舶外国人当直者の国籍 

海交法の航路等における海難の傾向（H13～H18） 

【図表‐７】

注意喚起応答状況 【図表‐８】

【図表‐９】
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○ また、衝突及び乗揚げ海難のうち死亡・行方不明者等が発生している重大海難

の約４割が、ふくそう海域を結ぶ東京湾湾口～石廊崎沖～伊勢湾湾口～潮岬沖の

各海域を経て瀬戸内海へ至る、いわゆる準ふくそう海域において発生しており、

石廊崎沖、御前崎、熊野灘沖などの変針点付近に集中している。 

【図表‐１０参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準ふくそう海域の海難状況 【図表‐１０】
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－ 平成18年10月

－ 外国船籍貨物船
－ 85,350総トン

－ 発達した低気圧（最大風
速15m/s以上）下で、港外

避難中に座礁

【重大プレジャーボート海難の種類・原因】 【重大プレジャーボート海難の事故者の
経験年数】
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航路の湾曲部・出入口付近で衝突発生

● 衝突位置

例）
名古屋港西航路から名古屋港北航
路へ向かっていた貨物船（1,919ト

ン）が左転したことにより、名古屋港
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（4,095トン）と衝突

航路の湾曲部・出入口付近で衝突発生

 

（港内） 

○ 港外における貨物船海

難が平成 13 年から平成

18 年にかけて、ゆるやか

な減少傾向にあるのに対

し、港内における貨物船

海難は59隻から 125隻へ

増加しており、外国貨物

船で水先人が乗船してい

ないものによる衝突がそ

の約３割を占めている。

また、港内でも航路出入

口や防波堤の付近における貨物船等の衝突が目立っている。【図表‐１１参照】 

 

 

○ 台風その他異常気象下にお

ける港内の海難（20t 未満の

小型船舶によるものを除く。）

は、平年では年間５隻前後に

とどまるものの、当時観測史

上最多の台風が上陸した平成

16 年には 40 隻超にまで達したほか、平成 18 年 10 月には鹿島港とその周辺海域

で８～９万トン級の貨物船による走錨・乗揚・衝突が３隻立て続けに発生、平成

19 年９月には横浜港内で１万トン弱のコンテナ船による走錨・衝突が発生するな

ど、大型の船舶による海難が目立っている。【図表‐１２参照】 

 

（マリンレジャー活動） 

○ プレジャ

ーボート海

難のうち死

者・行方不

明者・負傷

者が生じた

ものについ

ては、その

原因の大半

を見張り不

十分・操船

不適切・気象海象不注意が占めるとともに、過半数が操縦免許取得後６年未満の

初心者によるもので占められている。また、プレジャーボートからの海中転落者

の救命胴衣の着用率については、約５割前後でほぼ横ばいで推移している。 

【図表‐１３参照】 

 

船舶間衝突位置（名古屋港付近・平成９～平成 18 年） 

【図表‐１１】

鹿島港 ELLIDA ACE 海難概要 

【図表‐１２】

重大プレジャーボート海難発生状況等 【図表‐１３】 



 9 

○ マリンレジャーに伴う海浜事故のうち死者・行方不明者・負傷者が生じたもの

については、遊泳中が最も多く、次いで釣り中・サーフィン中が多く、合わせて

約７割強を占め、ここ数年は約 600～750 人程度で推移している。 

事故の形態としては、波に引き込まれる・深みにはまる・漂流・孤立といった、

危険な区域についての不十分な認識等がうかがわれるものが６割強を占める。こ

うした事故は、自主的・組織的な安全対策がとられていない海岸で生じたものが

７割となっている。【図表‐１４参照】 

 

 

 

 

また、遊泳中の事故については、海水浴場・遊泳禁止海域といった遊泳に関して

何らかの管理行為が行われている海域で生じたものが７割強を占める。 

○ なお、近年、操縦免許・船舶検査が不要ないわゆるミニボート（長さ３メート

ル未満かつ２馬力以下のエンジンを搭載した船舶）による海難が増加しつつあり、

平成 18 年の海難隻数は 32 隻、死者・行方不明者・負傷者の数は５名となってい

る。 

 

（漁業活動） 

○ 漁船海難のうち、平成 15 年～平成 19 年の間に発生した死者・行方不明者・負

傷者が生じたものについて見ると、海難の種類としては衝突が最も多く約５割を

占め、次いで転覆の順となっており、その原因としては約５割が見張り不十分等

の周囲の状況の確認不十分であり、次いで気象海象不注意の順となっている。 

また、一人乗り漁船からの海中転落による死者・行方不明者は、年平均約 80 人

であり、そのうち 65 歳以上は年平均 47 人で約 60％を占め、救命胴衣の着用率は、

若干の増加傾向にはあるものの、現状で３割程度である。 

 

（３）環境の変化 

① 航行環境 

     （船舶の大型化） 

○ 近年、船舶交通量はやや減少傾向にあるものの、輸送効率の向上、輸送

コストの縮減を図るため船舶の大型化が進んでおり、１隻当たりの総トン

数は、10 年間で約１．４倍となっている。  

○ 船舶の大型化は、港湾の対象船型を超える船舶の入港など、航路航行時

における他の船舶の操船自由度に影響を与えるほか、仮に海難が発生した

【マリンレジャーに伴う海浜事故の形態】

Ａ：区域設定等が防止に有効なもの
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30％

70％

【マリンレジャーに伴う海浜事故の形態】

Ａ：区域設定等が防止に有効なもの
Ｂ：当事者の注意・身体能力で防止するもの
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【自主的・組織的な安全対策】
左のAによる死者・行方不明者（Ｈ18）

安全対策のある海岸等

安全対策のない海岸等

30％

70％

マリンレジャーに伴う海浜事故の傾向及び事故発生海岸における安全対策実施状況 

【図表‐１４】
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場合には、被害拡大の蓋然性が高くなることにも留意する必要がある。 

 

     （外国船舶の増加） 

○ 我が国の特定港に入港する外国船舶は、日本船舶の入港隻数が減少傾向

にあるのに対して増加傾向にあり、年間 10 万隻を超え、10 年前の１．２

倍となっている。また、国籍の多様化も進んでいる。【図表‐１５参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 100t 以上の外国船舶の重

大海難を見ると、衝突及び乗

揚げが９割を占めている。 

衝突の原因をみると、「不適

切な操船」が過半数を占め、

乗揚げについては、「不適切

な操船」、「周囲の状況の確

認不十分」が多くなっており、

外国船舶の船員の質等に問題

があるものと考えられる。 

【図表‐１６参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国船舶の衝突海難原因 

【図表‐１６】

特定港への外国船舶入港隻数の推移 【図表‐１５】
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乗揚げの危険

乗揚げ海難の未然防止

避険線を設定

個別注意喚起

気象情報等の提供

《ＡＩＳによる情報提供業務》

• 荒天時における走錨海難防止

• 海域の情報提供
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② 技術の進展 

○ 電子・通信技術の進展等

に伴い、新たな航行支援シ

ステムの整備や高度な航海

計器の普及が進んでいる。

特に、ＡＩＳ（船舶自動識

別装置）については平成 20

年 7 月までに一定の船舶へ

の搭載が義務化されること

を踏まえ、これを活用した

航行支援システムが平成

20 年度中に我が国沿岸全

域で構築されることとな

る。【図表‐１７参照】 

 

○ ＡＩＳは、船舶の名称、

針路、速力等の船舶の動静

情報をリアルタイムで知ら

せるものであり、特に船舶相互間における操船意思を確認する場合等にお

いては、これまでとは比較にならないほど利便性が向上したといえる。 

 

○ また、ＡＩＳはレーダーと比較して受信範囲が広いため、航行支援ツー

ルとしても乗揚げ・走錨の予防、危険物積載船等の動静監視、海難の早期

発見等が広い海域において可能となるとともに、船舶交通流を容易に把握

できることから、これを活用し、海上交通の安全確保や船舶運航の効率化

の更なる向上が期待される。 

 

○ 他方、海上の船舶でも利用可能な運輸多目的衛星によるＧＰＳ補強シス

テムの運用が開始されたほか、海上ブロードバンドの実現に向けた研究も

進められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

AIS の展開 【図表‐１７】
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③ 航路標識整備の現状 

○ 国の厳しい財政事情等から歳出の削減、国の事務・事業の見直し（廃止、

縮小、民営化、民間委託、地方への移管等）を進め、組織・業務の減量・

効率化を図ること、また、規制についての適時の検討・見直しを行うこと

が求められている。 

○ 航路標識整備事業についてみると、平成 19 年度予算は 47 億円であり、

10 年前の平成 10 年度の 70 億に比べて約３割の減少、維持・運営費予算に

ついても 36 億から 25 億と約３割の減少となっている。【図表‐１８参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ このため、航路標識の新設は厳に抑制し、ここ数年は年間０～１基であ

り、役割を終えた航路標識の廃止も進めている。 

  一方で、海上保安庁が全ての航路標識を整備することが困難であること

から、港湾管理者等が許可標識や簡易標識を一時的に設置している状況に

ある。 

○ また、業務の簡素合理化、現場の総合力の確保の観点から、航路標識の

維持運営を行っていた航路標識事務所が 120 箇所ほどあったものの、航行

援助センターとして順次、68 箇所の海上保安部に統合され、平成 19 年度

からは海上保安部交通課として航行援助業務に加え、航行安全業務も行う

組織に改編し、新にスタートしている。 

○ 更に、平成 19 年度からは、一部の海上保安部において航路標識保守業務

の民間委託を始めており、今後、全ての海上保安部において航路標識の定

期保守業務を民間に委託する予定であり、航行援助業務の効率化・合理化

を進めている。 

 

 

 

 

 

航路標識整備にかかる予算 【図表‐１８】
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（４）重点課題 

○ 海難は、人命、財産、環境の損失といった大きな社会的ダメージを引き起こし、

陸上交通に比べ、１件当たりの損害額が大きいという特徴がある。 

特に、東京湾等のふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発

生は、海上輸送を遮断し、我が国の経済活動に甚大な影響を及ぼす恐れがある。 

○ 平成 19 年 7 月、海洋に関する施策を総合的かつ計画的に推進することを目的

とした「海洋基本法」が施行され、国の責務として効率的かつ安定的な海上輸送

の確保並びに海上の安全の確保が明記された。 

○ このため、海難の原因等を分析し、航行環境の変化、技術の進歩等を踏まえ、

今後とも、効果的な海難防止施策を講じていく必要がある。 

○ 以下は、現行施策の実施状況、海難の状況等を踏まえ、今後の海難防止策とし

て重点的に行うべき課題を抽出したものである。  

 

① 海難分析・対策企画立案能力の強化、海事関係機関との連携強化 

○ 的確な海難防止対策を講じるには、その原因分析が必要不可欠であるが、

これまでの海上保安庁における海難調査は、ややもすると統計的処理に比

重が置かれがちであり、背景も含めた海難の原因に迫る仕組み、それを踏

まえた対策の企画立案が必ずしも十分とはいえなかった。 

 

 

○ また、海難防

止には海上交通

ルール、航路標

識等の海上保安

庁交通部の所管

行政だけではな

く、海事局の免

許行政、船舶機

器等の検査・基

準行政、船舶運

航事業者の運航

管理行政、港湾

局の港湾行政、

水産庁の漁業・

漁船の安全行政

など、様々な関

係機関が携わっ

ているが、これ

までは必ずしも、これらの海事関係機関が講じる施策が連携のとれたもの

とは言い難い面もあった。【図表‐１９参照】 

 

○ このため、今後は、海上保安庁における海難の分析機能の強化、対策の

企画立案機能の強化及び海事関係機関との連携強化が必要である。 

海洋を巡る関係機関の役割 【図表‐１９】
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② 海域等に応じた海難防止対策の強化 

        ＜ふくそう海域＞ 

○ ふくそう海域においては、海上交通安全法等に基づき航路及び航法の設

定、航法指導、管制や情報提供等の特別な安全対策を進めているものの、

衝突海難や乗揚げ海難等の重大海難は後を絶たない状況下にあり、常に航

路閉塞等の大規模海難発生の危険性を有している。 

○ ふくそう海域、特に航路において、ひとたび、重大・大規模海難が発生

した場合にはその影響は計り知れないものがあることから、現状での海難

の発生原因等を踏まえ、より効果の高い安全対策を推進する必要がある。 

○ また、いわゆる準ふくそう海域においても、重大海難が多く発生してい

ることから、航行実態等を踏まえた安全対策を進める必要がある。 

         

         ＜港 内＞ 

○ 港内の安全対策については、港則法により港ごとの航路及び航法の設定、

港内管制の実施、危険物の荷役許可などの措置が講じられてきたところで

ある。しかしながら、一昨年の鹿島港における大型船の連続座礁海難の発

生、操船不適切を主な要因とする衝突・乗揚げ海難の増加、港内の状況に

不案内な外国船の増加など港内の安全が万全であるとはいえない状況であ

る。 

○ このため、港内の更なる安全の確保、船舶交通の効率性の向上に向け、

港内管制の強化を行っていく必要がある。 

○ また、港長は責任を負っている港について、港内における船舶交通の安

全及び港内の整とんの実をあげるべく、常に港内の状況を把握し、船長判

断を理由にせず、港則法の権限を最大限活用して安全確保に努めることが

肝要である。そのためには、港則法の仕組みの改善を行っていく必要があ

る。 

         

         ＜マリンレジャー活動＞ 

 ○ プレジャーボート、海水浴、釣り等のマリンレジャー活動については、

これまでも法律や条令による海上交通ルールの制定、海難防止講習会等の

啓発活動、救命胴衣の着用促進、取締り等様々な安全対策を講じてきたと

ころではあるが、死者・行方不明者・負傷者の数はほぼ横ばいで推移して

おり、必ずしも十分な成果をあげているとは言い難い状況にある。 

○ このため、死者・行方不明者・負傷者を生じさせた重大海難を十分に分

析し、効果的かつ重点的な対策を講じていくことが必要である。 

○ この場合、マリンレンジャー活動は、事業法制等による規制に馴染むも

のでもなく、むしろ自己責任の意識を如何に高めるかが肝要である。 

○ 今後は、民間事業者の安全意識の向上等安全へのかかわりを深めること

や民間の指導監視員の活用によりマリンレジャー活動を行う者が自ら安全

活動を行うなどのソフトな対応の仕組みを充実させる必要がある。  
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＜漁業活動＞ 

○ 死者・行方不明者を伴う海難全体の約半数以上は、漁船による海難が占

めている。漁船乗組員の救命胴衣着用率については、低い状況が続いてお

り、海難原因については、見張り不十分や、気象海象不注意といった人為

的要因によるものが多い状況である。 

○ このため、救命胴衣着用率の向上及び見張りの必要性などの漁業関

係者の安全意識を高揚させる必要がある。 

 

③ ＡＩＳの積極的な活用等 

○ これまでの海上の安全に関する情報提供は、音声・文字情報が中心であ

り、情報の大量伝達が困難であり、また、船舶側の情報の選択性も低かっ

た。 

しかしながら、インターネットの登場により映像等による豊富な情報の

提供が可能な環境が整いつつある。 

○ また、ＡＩＳは導入初期であり、潜在的に利用可能な機能を有している

とともに、今後はＡＩＳ対応型のレーダーの設置の義務付け等も進む予定

である。 

このため、ＡＩＳの有する潜在機能を十分に活用して安全な仕組みづく

りを進めるとともに、その普及を促進していくことが必要である。 

      ○ また、これまでの実利的、改良的な技術開発に加えて、中長期的な視野      

の元での戦略的な技術開発を進めていくことが必要である。 

 

④ 航路標識の高機能化・信頼性の向上 

○ 大規模地震発生の切迫性が高まる中、災害発生時の海上輸送の安全を確

保するために、災害に強い航路標識への変更が求められている。また、光

波標識用機器のうちの約 47％が耐用年数を過ぎるなど航路標識の老朽化

が進行しており、信頼性の向上の観点からも適切な維持更新が必要である。 

【図表‐２０参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管制器年度別設置基数 【図表‐２０】



 16 

 

○ また、地球温暖化対策に関する京都議定書の約束期間が平成 20 年度から

始まるなど二酸化炭素の排出削減のための更なる対策の強化が求められて

いる。 

○ 更には、ふくそう海域等のソフト面での安全対策の充実に併せて海上交

通センターの機能向上等、既存ストックの十分な活用も必要である。 

○ なお、今後は、航路標識を単なる標識機能だけではなく、気象観測、防

災情報等の情報発信等に活用することで、海上の安全を確保するための多

機能化を検討していくことも必要である。 

 

⑤ 航路標識制度の再構築による適正配置の促進 

○ 財政制約等から、国の事務・事業の民営化等の行財政改革を行うことが

求められている一方で、海難は横ばい傾向であることから、今後とも海難

の防止のために航路標識の適正な配置を進めていく必要がある。 

○ 今後は、海上保安庁が行う航路標識整備については、船舶交通環境の変

化に対応できるよう既存の航路標識の整備の重点化を進め、新たな施策の

展開余地を生み出すとともに、港湾管理等との役割分担により適正な航路

標識の配置を進め、海域全体としての安全性の向上を確保する必要がある。 

○ このため、代替手段の出現等による利用状況の著しい低下など、航行の

指標として、その役割を終えた航路標識等は速やかに縮小、廃止を進める

とともに、海上保安庁が一元的に設置、管理を行うとする現行の制度もそ

の抜本的な改変も視野に入れた見直し、再構築を図る必要がある。 

○ 安全情報の提供は、海難防止のための重要業務の柱の一つであるが、こ

れまで技術進展に伴いさまざまな提供手法を追加する一方で、提供する情

報が海事関係者にとって有効なものなのかどうかについては十分な検証を

伴ってこなかった面もあり、今後は、情報提供の効果、効率的な運用のあ

り方などを検討し、真に海事関係者等の利用者が必要とする情報提供を実

現していく必要がある。 

 

⑥ 現場業務のソフト面への重点化 

○ 効果的な海難防止策を講ずるには、船舶運航者、海上工事事業者等の海

事関係者やマリンレジャー愛好家などに実際に現場で相対し、海難防止指

導等を行っている保安部署等の現場の第一線の強化が欠かせない。 

○ 海上交通行政における最大の使命は、海上交通の安全の確保であり、海

上交通ルール等の規制（ソフト）や航路標識の整備（ハード）はそのため

のツールに過ぎない。 

交通部においては、海難の原因分析を行い、それに応じてこれらのツー

ルを適宜に組み合わせて海難防止業務を行っていく必要がある。 

○ これまでは、航路標識の整備が進展する中で、現場業務として航路標識

の保守業務が大きな比重を占めていたものの、航路標識整備は概ね量的整

備が終わったこと、保守業務については「民間でできるものは民間で」の

政府方針の下で民間委託を進めることにより、現場における保守業務の比

重は大幅に減少する。 

○ 一方で、衝突や乗揚げ海難など操船者の人為的ミスに起因する海難は減
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少傾向になく、また、死傷者を伴う重大事故の発生も多いことから、現場

においては、「航路標識の管理業務」から地域の特性を踏まえた「海難防

止のための指導・啓発等の業務」に重点を移行していくことが必要である。

そのため、広く海事関係者等の意見に耳を傾けるとともに、職員の意識改

革、能力向上、業務執行体制の強化を図ることも必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 新ビジョンの基本的枠組み 

 （１）今後の施策展開にあたっての基本理念 

（安全性と効率性の向上） 

○ 海難を未然に防止し、人命、財産、環境を保護していくことは普遍的な社会ニ

ーズであり、他方で、国際競争力の強化等に向けた輸送効率の向上も求められて

いる。 

このため、今後とも、安全性を確保しつつ、効率性の向上も図っていくことが

必要である。 

 

（行政機能の充実・強化） 

○ 船舶の大型化、外国船舶の増加など厳しい航行環境を踏まえた適切かつ効果的

な安全対策を講じていくため、海難の分析及び対策の企画立案機能の強化や海事

関係行政機関と連携した総合的な取り組みを強化していくことが重要である。 

 

（ソフト面の施策の充実・新技術の導入） 

○ 海上交通情報機構など既存システムを最大限活用するため、新たな交通ルール

の設定などソフト（制度）面の充実を図るとともに、ＡＩＳ等の最新技術の積極

的な導入を推進していくことが必要である。 

 

（航路標識の機能の高度化） 

○ 海上保安庁が所管する航路標識基数は約 5,500 基に達し、量的には概ね整備を

終了しており、今後は航路標識の機能の強化、高度化が必要である。 

 

（制度・仕組みの見直し・再構築） 

○ 財政制約等から、国の事務・事業の民営化等の行財政改革を行うことが求めら

海難防止講習会の実施模様 【参考】 
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れており、こうした状況を踏まえ、航路標識の設置・管理等、既存制度の適時適

切な見直し、再構築が必要である。 

 

（業務運営の継続的改善・重点化） 

○ 海上交通行政の使命である海上の安全の確保を目指し、常に業務運営の改善、

重点化を行う必要がある。特に今後は、ソフト面の活動の充実に向けた対応が必

要である。 

 

（２）想定計画期間 

○ 本ビジョンは、船舶交通をめぐる情勢を中長期的視点で見据え、「新たな船舶

交通安全政策のあり方～交通行政の目指すべき姿、施策の方向性～」についての

基本的な考え方をまとめることとする。 

○ その上で、具体的施策の計画期間については、社会的ニーズに合致した効果的

かつ効率的な実施を図るため、概ね５年を目標に考えるものとする。 

○ なお、船舶交通を取り巻く情勢に的確に対応するため、本ビジョンについては、

中間的な評価を行うとともに、概ね５年後に見直しを行うものとする。 

 

（３）計画の目標 

○ 第八次交通安全基本計画（H18－22 年度）においては、海難等の減少に関する

包括的目標として、海上交通環境の整備等の諸施策を総合的に推進することによ

り「航路を閉塞するような大規模海難発生数ゼロ」及び「死者・行方不明者数 220

人以下」を掲げている。 

○ 本ビジョンにおいては、この目標達成を目指し、海難の発生形態や原因を分析

し、船種、海域、運航環境などの特徴に応じた海難防止施策の重点的展開を図る

ため、次のような個別具体的目標を設定することを検討する。 

・ふくそう海域の航路及び付近海域における衝突、乗揚げ海難 

・港内における異常気象下の海難 

・減少傾向にない全海難の３割を占めるプレジャーボート海難等のう

ち死者・行方不明者・負傷者を生じさせているもの 

 

３ 具体的課題解決のための今後５年間の重点施策 

（１）海難分析・対策立案機能の強化 

① 海難分析等の機能の強化 

○ 海上保安庁が行う海難救助、交通規制、航行援助施設の整備、安全指導

等の施策を検証・改善し、効果的な展開が可能となるよう、本庁と管区本

部の連携の強化、専門的知見の活用などにより海難の調査・分析、対策の

企画立案機能の強化を図る必要がある。 

○ このため、分析対象の基準、本庁と管区本部の役割分担等の見直しによ

る分析手順の明確化、分析手法の改善・改良、現場の分析機能の強化のた

めの研修を行う。 

また、テーマを設定した恒常的な研究会等の開催による専門家の知見の

活用、今後の設置が検討されている運輸安全委員会等との連携を行う。 
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スケジュール
（20年2月）

・ 関係省庁海難防止連絡会議を設置

（20年5月頃）
・ 第2回連絡会議開催

（海難防止施策に係る連携項目の
抽出及び具体的連携施策の立案、
目標の設定）

※ 以後毎年2月に定期会議を開催し、

施策の検証と次年度の施策立案・
調整を実施

連携・融合施策の展開

海難の減少

従来の施策展開

海上保安庁 海事局 港湾局 水産庁 海難審判庁気象庁海上保安庁 海事局 港湾局 水産庁 海難審判庁気象庁

海難の減少に至らず

個別の施策展開

連携・融合施策の実施

関係省庁海難防止連絡会議（仮称）

海上保安庁 海事局 港湾局 水産庁 海難審判庁
(運輸安全委員会）

気象庁

○ 関係省庁が一同に会し問題意識・目標を共有するとともに、目標達成のために施策を総合的かつ
効果的に連携・融合して展開するための会議を新たに設置する

 

 

② 関係機関と連携した海上安全行政の総合的展開 

○ 海事関係機関との連携を強化し、各種施策を連携・融合することにより

海上安全行政を総合的・効果的に展開し一層の海難の防止を図る。 

○ 水産庁、海事局、港湾局等の課長クラスで構成する「関係省庁海難防止

連絡会議」を設置し、定期的に開催し、問題点・目標の共有、連携対象海

難の選定、施策の連携方策の実施、効果の確認等により関係機関が連携・

融合した海難防止施策を展開する。【図表‐２１参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＡＩＳの整備等を踏まえた航行安全対策・効率性の向上 

① ふくそう海域における安全性の向上策 

○ 海上交通安全法等に定める航路及び付近海域においては、航行環境に不

慣れな外国船舶等が基本的な航法を遵守することができず、これを主因と

した海難が一定の割合を占めていることから、海上交通センターにおいて

AIS 等を活用し、これら船舶の交通流を整えることにより、海難に繋がる

危険な状況の発生を予防し、海難を減少させる。 

  また、これらの船舶は、海上交通センターが行う情報の提供等に対して

応答しないなど情報等を十分に活用する体制ではないことから、その実効

性の向上を図る必要がある。 

 

○ このような状況から、安全な航行環境を維持・向上させ、海域の特性に

応じた航法の設定や航法を効果的に遵守させるため、単なる情報提供では

なく、例えば来島海峡において潮流が強くふくそう度が高い状況で危険な

状況の発生が予想される場合に「追越しの禁止」を求めるなどの必要な航

法を遵守させるための是正措置や提供する情報等の聴取を義務付けるな

ど、海上交通センターが講ずる措置の実効性を強化するための制度の充実

を行う。また、外国船の増加等を踏まえ提供情報の多言語化についての検

討を進める。 

 

 

 

関係機関と連携した海上安全行政の総合的展開 【図表‐２１】 
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来島海峡航路

小 島

馬 島
西水道

被追越し船との不十分な速力差被追越し船との不十分な速力差

危険な追越しの予測危険な追越しの予測

四 国

先航船の存在先航船の存在

追越し禁止措置

危険な見合い
関係

【状況把握】
・来島海峡の水道部の強潮流
・被追越し船との不十分な速力差
・危険な追越しの予測

【是正措置（例）】
・水道部付近では追越しをやめてください。

危険性の認識が不十分危険性の認識が不十分

来島海峡大橋

（拡大）

来島海峡航路

反航船の存在反航船の存在

南

流
約
５
ノ
ッ
ト

中水道

来島海峡航路
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馬 島
西水道

被追越し船との不十分な速力差被追越し船との不十分な速力差

危険な追越しの予測危険な追越しの予測

四 国

先航船の存在先航船の存在

追越し禁止措置

危険な見合い
関係

【状況把握】
・来島海峡の水道部の強潮流
・被追越し船との不十分な速力差
・危険な追越しの予測

【是正措置（例）】
・水道部付近では追越しをやめてください。

危険性の認識が不十分危険性の認識が不十分

来島海峡大橋

（拡大）

来島海峡航路

反航船の存在反航船の存在

南

流
約
５
ノ
ッ
ト

中水道

 

 

 

更に、これらの実効性を確保するため、航路しょう戒船と海上交通セン

ターとの情報共有化等の更なる体制強化を図る。【図表‐２２参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ また、いわゆる準ふくそう海域等においても、重大海難が発生しており、

上記対策の効果検証を踏まえ、これら海域の航行実態、海難の発生状況等

の調査を実施し、対象海域の特定及び各海域の状況に応じた安全対策の検

討、実施を推進する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海上交通センターからの是正措置の例【追い越し禁止】 【図表‐２２】
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Ａ丸Ｂ丸
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・安全性を個別に判断
・AISで入航可の指示
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システム構築により、大型船舶と行
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切替わるまで
航路外で待機

Ａ丸Ｂ丸
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G丸出航中、一定の大きさ以上

の船舶は一律入航禁止

G丸出航中、G丸の大きさに

対し行き会いが安全な船舶
（A丸、B丸）は入航可

・安全性を個別に判断
・AISで入航可の指示

Ｃ丸
航路外
で待機

システム構築により、大型船舶と行
き会い可能な船舶を半自動識別

Ｃ丸

管制手法の見直し 

 

② 港内船舶交通の効率化、安全対策の強化 

 

○ 港内の水路において船舶

の行き会いの安全を図るた

めに信号により一定トン数

以上の船舶について一律に

行き会いを禁止する管制を

実施しているところである

が、船舶の動静をリアルタ

イムに把握できる AIS の導

入等により、行き会い可能

な船舶を個別に判断するよ

う管制手法を見直し、これ

により行き会いが可能とな

る船舶の範囲を拡大し、安

全性を確保しつつ港内船舶

交通の効率性の向上を図

る。また、海上交通センターと港内管制との連携強化により、港内だけで

はなく、湾口から港内への一連の船舶交通流の効率性の向上も図る。 

【図表‐２３参照】 

 

○ 上記の施策による港内の船舶交通流の変化、外国船舶等の増加、台風・

異常気象下における港内での海難等を踏まえ、管制手法の見直しを行う港

等において、AIS の活用等により、一定の船舶・海域における重点的な監

視・指導を実施するなど、重点的な安全対策を講じる。 

○ また、港則法に規定する移動命令に加え、例えば避難勧告・避難指示制

度の導入等により台風等の自然災害時における港内船舶交通の安全対策の

強化を図る。 

 

③ 航路管制官・港内管制官の能力・資質の向上 

○ 外国船舶の増加に伴う外国人船員への対応、船舶の高速化・大型化によ

る事案対応の困難性の増大など、管制官を取り巻く状況は今後ますます厳

しいものになる。 

○ 更には、ふくそう海域及びこれに接続する港内の安全性及び効率性の向

上を実現させるため、管制官の講ずる措置の実効性の強化及びＡＩＳを活

用した監視等の安全対策を展開していくことが求められている。 

○ このため、今後は、これらを実際に運用する航路管制官及び港内管制官

の能力、資質をこれまで以上に向上させ、これらの安全対策をより確実か

つ効果的に運用できるよう体制の強化を図る必要がある。 

○ 具体的には、養成研修制度の確立、現場研修の充実強化及び実践訓練を

効果的に実施することができるよう各種機器の整備を推進する。 

 

 

【図表‐２１】 

【図表‐２３】
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（３）地域特性に応じたきめ細かな海難防止活動の推進 

① 現場第一線の充実強化 

○ 各海上保安部においては、指導及び啓発等を中心としたいわゆる海難防

止活動にその重点を移すこととなるが、海難の発生状況、船舶の運航実態、

気象・海象状況などの自然環境などが海域ごとに様々であることから、海

難調査分析等に基づく海域の地域特性に応じた海難防止対策の企画立案及

びその実施を遂行する行政能力を向上させる必要がある。 

○ このため、管区本部・保安部署との役割分担の明確化、制度及び活動に

関する成功情報等の共有、地域における関係機関との連携強化等を図るこ

ととする。 

また、現場第一線の職員について、専門的な知見、海難調査分析に基づ

く地域特性に応じた最適な安全対策を検討・提案するといった｢創意工夫し

た企画力｣を向上させるための研修等を充実させる。 

     

② マリンレジャー活動に対する安全対策 

○ 死者・行方不明者及び負傷者が発生した重大海難については、プレジャ

ーボート初心者への知識・技能の定着の重点的な促進、海水浴場等の利用

ルールの設定と監視によるその遵守などにより、一層の防止を図れる余地

がみられる。 

このため、マリンレジャー活動に係る海難防止対策の重点化を目指し、

これまでの制度・手法の見直しを行う。 

○ 具体的には、関係機関とも連携を図りつつ、海難防止講習会については

重大事故の蓋然性の高い者等への知識・技能の定着促進に重点を置くとと

もに、地域における自主的な安全対策（海域利用調整等に関する利用ルー

ルの設定やその遵守の確保等）の充実・促進のための援助、利用ルールの

指導・海上交通安全教育に取り組む民間ボランティアである海上安全指導

員の位置付け・役割の明確化及び指定要件の見直しによる裾野の拡大、救

命胴衣の着用率のさらなる向上を始めとする自己救命策の三つの基本の

推進、救助体制の確立等を講じる。【図表‐２４参照】 

 

 

事故予防事故予防

事故後の事故後の

救命率向上救命率向上

○ 知識・技能
の定着 ・ 講習受講の促進

・ 重大事故の蓋然性が高い者等が対象
・ 事故原因に対応した知識・技能の定

着促進

○ 自主的な
安全対策等
の充実

マリーナ・マリ
ンショップ 海上安全指導員 海水浴場等

・ 発航前点検
実施の確認
等

・ 海域利用調
整等の自主
ルール

・ ルールの指
導、海上交通
安全教育

○ 自己救命
策の推進

・ 救命胴衣の常 時着用
・ 防水パック入り携帯電話等有効な連

絡手段の確保
・ 海のもしもは118番

○ 救助体制
の確立

【当庁体制】
・ 機動救難体制等の拡充
・ ファーストエイド能力等の向上

【その他】
・ 警察、消防、水救会等との連携
・ 管理者を主体とした海水浴場等における救護体制の確立

 

 

③ 漁船の安全対策 

○ 漁船の安全対策については、漁業の安全対策を所管する水産庁や自治体

関係部局と十分に連携し、地域ごとの操業状況、気象・海象状況等の地域

の状況を十分に踏まえた海難防止指導、救命胴衣の着用率の向上、簡易型

マリンレジャー活動に係る海難防止対策の重点化 【図表‐２４】 
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工事・作業予告

航路標識の変更等予告

海上訓練予告

－
海難発生状況

航路標識障害物の発見

航路標識の異常

緊急情報
積極的に周知積極的に周知

利用者が自ら入手利用者が自ら入手

海上保安庁（仮称：管区本部安全情報提供センター）

利

用

者

※：船舶通航信号所業務、沿岸域情報提供システム業務、船舶気象通報業務等を安全情
報提供業務として一体化

情

報

源

・海上保安庁
・関係省庁
・外国機関
・民間

ＡＩＳの搭載促進などの対策が必要である。その際には、漁船の乗組員の

みに働きかけるのではなく、経営者や家族等の関係者へも啓蒙活動を行う

などにより、これらの者と共同して行っていく必要がある。 

              

（４）特性を活かした安全情報の提供 

① 緊急度に応じた情報の提供 

○ 海上保安庁が提供する情報について、その内容の緊急性に応じて、提供

の手段及び運用体制の見直し等を行い、利用者の利便性と運用の効率性の

向上を図る。 

○ このため、既存組織の活用により管区本部単位を基本とした「安全情報

提供センター」を構築し、ＡＩＳによる航行支援情報提供（船舶通航信号

所業務）、ＭＩＣＳ業務、船舶気象通報業務等の船舶交通の安全に係る情

報提供業務を統合し、安全情報を一元的に、24 時間提供する運用体制を整

える。その際には、管区本部に設置されている運用司令センターとの連携

を十分に考慮するものとする。 

○ なお、気象・海象の観測については、船舶運航者等の意向を踏まえ、気

象庁及び港湾局等とも連携しながら、その観測内容及び観測地点の見直し

を行う。 

○ また、「安全情報提供センター」が保有するデータの一部を、一定の公

益性を有する民間主体に提供し、利用者ニーズに柔軟に応じた付加価値の

高い情報提供体制の実現を図る。【図表‐２５参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 情報提供の多言語化 

○ 海上ブロードバンドの普及など IT 技術の進展により、船舶へ提供可能な

情報量が増大すること等を十二分に活かし、これまで紙ベースでしか提供

できなかった中国語や韓国語など外国人操船者が理解しやすい形による

情報の提供について検討を進める。 

 

 

 

安全情報提供センター概要 【図表‐２５】 
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ENSS による航行支援画像イメージ 

 

（５）ＩＴ等の最新技術を活用した安全対策の推進 

① ＡＩＳを活用した多種多様な情報提供 

○ ＡＩＳが有する仮想の航路標識を表示させる機能（バーチャル航路標識

機能）やバイナリーデータによる情報伝送機能を活用し、これまで物理的

な理由により航路標識が設置できなかった海域に仮想航路標識を表示させ

たり、気象・海象、推薦航路、航行制限水域、管制状況といった航行の安

全に関する様々な情報を、文字だけでなく、航海者に分かりやすくビジュ

アルに、リアルタイムで提供するシステム（ＥＮＳＳ：Electronic Navigation 
Support System）の構築を図り、操船者が様々な情報から必要な情報を選択

して収集できる環境を整備し、より一層の安全性の向上を実現する。 

 

○ こうした機能を実現すべ

く、提供情報についての利用

者ニーズの把握、電子海図シ

ステムの普及促進方策、ＥＮ

ＳＳシステムの開発・実証実

験及び国際基準・標準化等の

様々な課題の検討を推進する

ため、海上保安庁、航海機器

メーカー及び海事関係者によ

るシステム開発を行う環境づ

くりを進める。 

【図表‐２６参照】 

 

② ＡＩＳの普及促進等 

○ ＡＩＳは船舶相互間の衝突防止、陸上からの航行支援情報の伝達手段と

して極めて有効なツールであることから、関係省庁と協力した簡易型ＡＩ

Ｓの実用化による低価格化、簡易型ＡＩＳでも活用できるＥＮＳＳの開発

による利便性の向上、ＡＩＳ搭載船の海難防止効果の周知等を行うことに

より、現在搭載が義務付けされていない船舶への搭載を促進する。 

 

（６）航路標識の整備、管理のあり方 

① 航路標識の高機能化・信頼性の向上 

（高機能化、多機能化等） 

○ 巨大船、危険物積載船、あるいは外国船舶が多数通航する海域において、

海上交通法令に基づく航路、主要港湾の港口等を明示する航路標識は航行

船舶の指標として極めて重要である。 

○ このため、船舶交通の安全の確保と運航能率の向上に一層資するよう、

航路標識等の視認性、識別性の向上のため、引き続き航路標識光源のＬＥ

Ｄ化、灯浮標の浮体式灯標化等の高機能化等の整備を進めるとともに、さ

らに船舶の航行安全に必要な潮流、気象、海象の観測機能を浮標に付与す

るなどの多機能化整備を行う。また、機器の汎用化を進め、更新・保守費

用の低減化も進める。 

【図表‐２６】 
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99.8％以上
（休止許容時間：17.5時間以内／年）

障害発生時に職
員が即時対応

民間委託
（45日、90日周期）

全ての航路標識
（約5,500基)現状

運 用 率臨時保守定期保守
対 象

（無人箇所）
区分

99.8％以上
（休止許容時間：17.5時間以内／年）

障害発生時に職
員が即時対応

民間委託
（45日、90日周期）

全ての航路標識
（約5,500基)現状

運 用 率臨時保守定期保守
対 象

（無人箇所）
区分

保守省力化
カテゴリー化

保守省力化
カテゴリー化

97.0％以上
（休止許容時間：262.8時間以内／年）

障害発生時に職
員が随時対応

定期保守は原則行わ
ない

Ⅰ、Ⅱ以外の標識
(約2,500基)

ｶﾃｺﾞﾘｰ
Ⅲ

99.0％以上
（休止許容時間:87.6時間以内/年）

障害発生時に職
員が早急に対応

重要な標識
(約1,400基)

ｶﾃｺﾞﾘｰ
Ⅱ

99.8％以上
（休止許容時間：17.5時間以内／年）

障害発生時に職
員が即時対応

民間委託
（45日、90日、

180日周期）

ふくそう海域等に
おける重要な標識
(約1,600基)

ｶﾃｺﾞﾘｰ
Ⅰ

97.0％以上
（休止許容時間：262.8時間以内／年）

障害発生時に職
員が随時対応

定期保守は原則行わ
ない

Ⅰ、Ⅱ以外の標識
(約2,500基)

ｶﾃｺﾞﾘｰ
Ⅲ

99.0％以上
（休止許容時間:87.6時間以内/年）

障害発生時に職
員が早急に対応

重要な標識
(約1,400基)

ｶﾃｺﾞﾘｰ
Ⅱ

99.8％以上
（休止許容時間：17.5時間以内／年）

障害発生時に職
員が即時対応

民間委託
（45日、90日、

180日周期）

ふくそう海域等に
おける重要な標識
(約1,600基)

ｶﾃｺﾞﾘｰ
Ⅰ

 

（クリーンエネルギーの利活用、防災対策） 

○ 航路標識用電源について、これまでに引き続き環境に優しい太陽光発電

等のクリーンエネルギーの導入を推進するとともに、航路標識用光源を高

効率光源へ変更するなど省エネルギー機器の導入を推進することによって

二酸化炭素排出量の削減を図る。 

○ クリーンエネルギーの利活用により、配電線路等の解消を図ることに加

え、大規模地震、台風等の自然災害に耐えうるべく航路標識施設の波浪対

策、耐震補強等の整備を行い、航路標識の信頼性を向上させる。 

 

② 航路標識の重要度を踏まえた保守の実施等 

（航路標識のカテゴリー化） 

○ 従来、全ての航路標識を、一律に高い基準（９９．８％以上、休止許容

時間１７．５時間／年以下）を設定して運用してきたところであるが、昨

今のＧＰＳ、レーダー等の航海機器の発達、普及を踏まえ、国際的な勧告

に基づき、航路標識を重要度に応じて３段階に区分し（カテゴリー化）、

それぞれのカテゴリーに応じた運用率を設定することで、保守の効率化・

合理化を図る。 

・カテゴリーⅠ：海上交通安全法の運用に必要な航路標識、港則法

の特定港内にある航路標識など特に重要な航路標識 

；運用率 99.8％以上(休止許容時間 17.5 時間/年以下) 

・カテゴリーⅡ ：港則法の適用港内にある航路標識など 

；運用率 99.0％以上(休止許容時間 87.6 時間/年以下) 

・カテゴリーⅢ ：カテゴリーⅠ、Ⅱ以外の航路標識 

；運用率 97.0％以上(休止許容時間 262.8 時間/年以下) 

○ カテゴリー化にあたり、航路標識用機器を保守省力型に更新するなどの

所要の整備を行い、信頼性の向上を図るものとし、この整備を終えたもの

から順次保守の効率化・合理化（定期保守周期の延伸、カテゴリーⅢの航

路標識の定期保守廃止など）を行う。 

○ 許可標識についてもこの区分を準用する。【図表‐２７参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保守業務見直し比較表 【図表‐２７】 
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（民間委託の推進） 

○ 海上保安庁が運用する航路標識の保守業務については、平成 19 年度から

定期保守の民間委託化を開始したところであるが、今後、上記のカテゴリ

ー化の逐次実施も踏まえた民間委託を行うこととし、平成 24 年度を目途に

定期保守業務の民間委託化を完了する。 

 

③ 役割の低下した航行援助システムの廃止 

（航路標識の廃止） 

○ 既設の航路標識については、総合コストの縮減等のため、海難の発生状

況や航行の実態、航海計器の普及、技術革新、当該航路標識の利用実態等

を踏まえ、機能が重複し又は必要性が低下した航路標識約 600 基について

は、航路標識の配置、機能の最適化計画に基づき、今後とも廃止の促進を

図る。 

 

（ロランＣの縮小・廃止） 

○ 北西太平洋ロランＣチェーンについては、近年のＧＰＳ航海機器の普及

等による利用者数の大幅な減少等の状況を踏まえ、関係国等との調整を行

い廃止する。 

○ なお、南鳥島局については、国際協力チェーンの構成に関わらないため、

早期に廃止することとし、残る３局については、関係国との調整を踏まえ、

廃止時期を決定する。 

○ ただし、ロランＣについては、衛星系測位システムの脆弱性を補完する

ため、国際的な枠組みにおいて、高度化（e－Loran）も検討されているこ

とから、関係国際動向等に留意する必要がある。 

 

（ディファレンシャルＧＰＳの縮小・廃止） 

○ ディファレンシャルＧＰＳ（ＤＧＰＳ）は、ＧＰＳの測位精度向上及び

インティグリティ（完全性）情報の提供を行うシステムであるが、ＧＰＳ

衛星の近代化による精度の向上及び運輸多目的衛星による衛星航法補強シ

ステム（ＭＳＡＳ）の運用開始により当初の役割を終えることから、基本

的にはこれを廃止する。 

○ 沿岸局は、ＧＰＳ衛星近代化計画等による測位精度向上の環境が整った

時点で廃止し、残りの局の廃止については、完全運用体制（ＦＯＣ）の整

う時期等を踏まえて決定する。 

○ なお、ＧＰＳの異常については、船舶交通に重大な支障を及ぼすことが

予想されることから、ＤＧＰＳ廃止後においても、ＧＰＳの状態を常時監

視し、異常の際には、即時情報提供を行う体制を確保する必要がある。 
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○航路標識制度の再構築による航路標識設置・管理範囲の明確化

○船舶交通環境の変化に対応した航路標識整備事業の重点化

○行財政改革を踏まえた航路標識整備事業の健全化

海上保安庁
所管標識

〔約5,500基〕

海上保安庁
所管標識

〔約5,500基〕

許可標識

〔約1,100基〕

許可標識

〔約1,100基〕

簡易標識
（通達による指導）

〔約21,900基〕

簡易標識
（通達による指導）

〔約21,900基〕

特
定
の
事
業
の
用
に
供
す
る
も
の

許
可
基
準
に
満
た
な
い
も
の
（
小
規
模
）

告示

【直轄】

航路標識

【直轄】

航路標識

・これまで簡易標識であったもの
のうち航行の指標となる標識（α）

・航行指標として必要性が低下し
た標識

廃止、または移譲廃止、または移譲

【認可（協議）】
特定航路標識

〔約1,100（＋α）基〕

【認可（協議）】
特定航路標識

〔約1,100（＋α）基〕

【届出】
簡易標識

〔約21,900（－α）基〕

【届出】
簡易標識

〔約21,900（－α）基〕

現状の航路標識制度 新たな航路標識制度

航路標識設置指針
(審議会に諮問）

航路標識
告 示

周知

【区分】
・特定の事業の用に供する標識 等
【許可（協議）申請】
・設置、変更及び廃止する場合
【海上保安庁による検査】
・運用を開始、変更する場合

【区分】
・特定の事業の用に供する標識 等
【許可（協議）申請】
・設置、変更及び廃止する場合
【海上保安庁による検査】
・運用を開始、変更する場合

港湾管理者・事業者等

【区分】
・特定の事業の用に供する標識 等
【許可（協議）申請】
・設置、変更及び廃止する場合
【海上保安庁による検査】
・運用を開始、変更する場合

【区分】
・特定の事業の用に供する標識 等
【許可（協議）申請】
・設置、変更及び廃止する場合
【海上保安庁による検査】
・運用を開始、変更する場合

港湾管理者・事業者等

【区分】
・航行の障害となる物件等の存在を認識させる灯火
等
【届出】
・灯火を設置、変更及び廃止する場合（周知を必要と
するもの）

【区分】
・航行の障害となる物件等の存在を認識させる灯火
等
【届出】
・灯火を設置、変更及び廃止する場合（周知を必要と
するもの）

海上施設等の設置者、管理者

【区分】
・航行の障害となる物件等の存在を認識させる灯火
等
【届出】
・灯火を設置、変更及び廃止する場合（周知を必要と
するもの）

【区分】
・航行の障害となる物件等の存在を認識させる灯火
等
【届出】
・灯火を設置、変更及び廃止する場合（周知を必要と
するもの）

海上施設等の設置者、管理者

設置・管理範囲の明確化
事業の重点化

設置・管理範囲の明確化
事業の重点化

申
請
・届
出

申
請
・届
出

審
査
・確
認

審
査
・確
認

【区分】
・海上交通法令（海上交通安全法、港則法）等の運
用上重要な標識
・航行の指標として公共性の高い標識（主要沿岸標
識、障害標識）等
【監督等】
・海保以外の航路標識に関する監督事務
・利用者への周知

【区分】
・海上交通法令（海上交通安全法、港則法）等の運
用上重要な標識
・航行の指標として公共性の高い標識（主要沿岸標
識、障害標識）等
【監督等】
・海保以外の航路標識に関する監督事務
・利用者への周知

海上保安庁
【区分】
・海上交通法令（海上交通安全法、港則法）等の運
用上重要な標識
・航行の指標として公共性の高い標識（主要沿岸標
識、障害標識）等
【監督等】
・海保以外の航路標識に関する監督事務
・利用者への周知

【区分】
・海上交通法令（海上交通安全法、港則法）等の運
用上重要な標識
・航行の指標として公共性の高い標識（主要沿岸標
識、障害標識）等
【監督等】
・海保以外の航路標識に関する監督事務
・利用者への周知

海上保安庁

○海保が全ての航路標識を設置・管理することは困難

○港湾管理者等が許可・簡易標識を一時的に設置

○簡易標識の機能、性能の検証が不十分

制度
再構築

制度
再構築

 

④ 新たな航路標識制度の構築 

○ 航路標識については、これまで航路標識法に基づき、原則として海上保

安庁が設置及び管理を行うこととしてきたところであるが、行財政改革に

伴う事業の重点化・効率化、施設管理者と海上交通警察権者との役割分担

の明確化等の観点から、以下を内容とする新たな航路標識制度を構築する。 

・海上保安庁が設置及び管理する航路標識は、海上交通法令の運用上 

必要な航路標識、受益者が特定できない等の航路標識とし、その重点

化を図る。 

・海上保安庁が設置するもののほか、特定の事業の用に供する航路標

識については、港湾管理者、漁港管理者又は海上工事事業者等が海上

保安庁の許可を受けて設置及び管理を行う。 

・これまで法的位置づけのなかった一定の基準に満たない簡易な標識

において、航行の指標となるものなどについては、船舶乗揚げ事故等

の一層の防止のための機能等の一定水準の確保、位置・機能等の周知

等が可能となるよう届出などの制度を構築する。 

・海上保安庁以外の航路標識の設置及び管理者が増加すること等に鑑 

み、航路標識の統一性、信頼性等を確保する観点から、交通政策審議

会における航路標識の設置に関する指針の制定、航路標識の監視への

民間の活用、検査制度などの諸制度を導入する。【図表‐２８参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ なお、海上保安庁が設置及び管理すべき航路標識の具体的な範囲につい

ては、上記の航路標識の設置に関する指針において定めることとし、その

際、現在、海上保安庁が管理する航路標識のうち、その範囲外となるもの

については、廃止又は当該航路標識を必要とする者への移譲等を進める。 

 

航路標識制度の見直し 【図表‐２８】 
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国際航路標識協会（IALA）
・航行援助分野における方針、基準類の審議（理事会、委員会）

国際海事機関（IMO）
・海上の安全に関する事項の審議（海上安全委員会）

Ⅰ 国際機関への参画、貢献Ⅰ 国際機関への参画、貢献

極東水域無線航法業務（FERNS）
・極東地区における航行支援システムの共同運用、検討

海上保安機関長官級会合
・海上保安業務に関する連携強化、情報交換

Ⅱ 近隣諸国等との協力・連携Ⅱ 近隣諸国等との協力・連携 Ⅲ 開発途上国等への支援Ⅲ 開発途上国等への支援

政府開発援助（ODA）

マラッカ海峡協議会
・航行支援システムの構築、要員養成に関する支援

海上保安庁
世界における船舶交通環境の安全性の向上

国際調和の取れた施策の展開
優れた制度、技術の普及・発展

４ 施策展開にあたっての重要事項 

（１）戦略的技術開発 

○ これまでは、航路標識分野における基礎技術及び機器の改良を主体とした試

験、研究を実施してきたところであるが、今後は、船舶交通安全政策の方向性

を見据え、施策の実現を図るための総合的な技術開発を戦略的に展開する必要

がある。 

○ そのため、企画・立案部門との一貫性を持った検討体制により、中長期的視

点も踏まえた技術開発計画を策定し、施策への反映を実現する。 

○ また、関係研究機関、学術機関等との協力・連携を図り、効果的、効率的な

研究開発を行う。 

 

（２）国際協力の推進 

○ 海上交通は、国境を越えたグローバルな交通・輸送手段であり、国際性の高

い分野であることから、海上交通業務に関する施策の計画、実施にあたっては、

国際的な枠組みでの調整・協力が不可欠である。 

特に、今後は、外国船舶の増加等を踏まえると海難防止のためには、わが国

に入港する外国船舶の国籍国又は外国人船員の国籍国等との連携の強化が必要

となる。 

○このため、以下の区分による国際協力の推進を図る。【図表‐２９参照】 

・国際機関における制度、基準等の審議への参画、提案 

・近隣諸国等との協力、連携による効果的なソフト施策の展開 

・マラッカ・シンガポール海峡を中心とした開発途上国等への技術支援

による船舶交通環境の改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際協力の推進 【図表‐２９】 
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（３）規制の不断の見直し等 

○ 法規制等は、社会経済の変化、高度な航海計器の出現・普及等の船舶交通を

取り巻く情勢、交通形態の変化や海難発生状況等船舶交通の実態を点検し、こ

れに加え、それまでに講じてきた安全施策の効果をも検証し、それらを踏まえ

たより効果的な安全制度となるように不断の見直しを行うことが必要である。 

○ 「規制改革推進のための３か年計画（平成 19 年 6 月 22 日閣議決定）」に基

づき、海上交通安全法、港則法及び関連通達等で規定されている各種規制につ

いて、海上交通の現状、社会経済情勢及び技術の進展等環境の変化を十分に調

査し、現在の状況下で合理性を有しているかを有識者の意見等も踏まえ点検し、

平成 23 年度中には見直しの結論を得る。 

○ なお、規制の見直しは、今後とも周期的に行う必要があり、そのための体制、

海上の航行環境の把握のための状況調査の充実等を図る必要がある。 

○ また、ＰＤＣＡマネジメントサイクルによる厳格な政策評価を行い、施策の

重点化、効率化を図るともに予算への反映、国民への説明責任を果たしていく

ことが必要である。 

 

（４）海上保安業務力の向上 

○ 行財政改革等をも考慮しながらも、海上の安全確保のための効果的でかつ効

率的な施策の充実を図る観点から、効果的な職員育成方策の策定、業務執行体

制の整備等を図り、組織力を向上させていく必要がある。 

○ このため、常に予算・組織等の見直し・廃止を行い、予算、組織及び定員と

いった政策資源を重点課題に集中的に振り向けて投入していくことが必要であ

る。 




